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る。たとえば， R . Deweyは「都市社会学者は，都市のできごとのたんなる記述に
終止してはならない。住んでいる人達の価値観，市民の要望に即応した地域開発を



















































































































































U'1 U'2 …一…・-…… U1m
u= 
U21 Un ……………… U2m 
( 2・2・1) 



















findingがまず必要である。いまUりがk個の要因 ，Xi J 1 ， X， J2 ，……… ， X'Jkの
関数であるとすると，次式
U，) U'J (X'J 1 ，X.)2 ， … ・… ， X'Jk ) ( 2・2・2) 
で表わされる。しかし，層 4に属する個体が，活動 jを行なった結果として享受す
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れる必要がある。第 2章第 5節，第 4節，第 5節で若干の活動側面における要因を
提示する。
さて，効用 Uij を規定する要因の集合をX'J ( X'Jk )とすると，
効用の集合Uを規定する要因の集合Xは，それらの和集合として式(2・2・3)で表
わされる。














因を X，とおくと ，X，E Xである。このX，の状態が要因ベクトル Z，の関数とし
て式(2・3. 1 )で表わせるとする。









象システムの値域に含まれる。さらにこの交通量が要因Z，• Z? . Z3によって式























































































































(i) すべての効用 Uり(i 1， 2 ，……， πj 1， 2 ，…・慨) は大きい程望
ましい。















































































































































































ついて，自分自身がAよりも Bを選好するか， Bよりも Aを選好するか，あるい
はAとBについて無差別であるかを知っている。 2)状態AとBの組み合わせ
について，これら 5つの可能性のうち，ただ 1つだけが成立する。 3)個人が
































































e Xp C ( Vz一(ι-Uo ) }2「













P(z) =Pr(世z20 ) ( 3・2・3) 
Vz一(Uz一旬。)}2 
P(z) = Iar;:-ι一 e勾[- • •• - Jれ z ( 3.2・4) 
さらに， d，dは 1つの階層内では一定と仮定し， J=d +dとおき，また
Vz 込 -UOとおくと，式(3・2・4)は，
∞ 仇-Vz)2 
P(z) = i一戸壬-e叩[- ? - J dVz 
U 、12~ 0 20ι 
( 3・2・5) 
さらに(ぬ一込 )/0= t とおけば，
Vz 
P(z )=f Zφ( t) dt ( 3・2・6) 
ここにφ(t)は標準正規密度関数であり，次式で表わされる。
φ(t)=4eη(-ζ〕 ( 3・2・7) 
、/"/~ L 
ゆえに結局，状態 zに対する満足率P(z )は式(3・2・6)のように標準正規分布
関数で表わされることになり，階層の特徴は d と込に，すなわち， d，d ，L，瓦。
によって表わされることになる。この関数はたとえば図 5・2・2 のように，
t = 0のところで P(z) = 0.5をとる単調増加関数である。
-27 
とすれば，、古=士∞となるかり，世z式(3・2・6)において，分散 σ2 0 
の正負に応じて P(z )は次式となる o
むよさ o
Vz < 0 。 ( 3・2・8) p (z) 







Uz u. ( 3・このことは，式となる。


















































世z=iiム(jk)Xjk ( 3・2・9) 
ここに f 九 個体 4の序数的評価値。
o，(jk) :個体 tが都市施設 jの水準 kに置かれているときしそう
でないとき 0をとるダミー変数 u
X)k 都市施設 jの水準 kの序数的評価値。
R 都市施設の種類数。
4 都市施設 jの水準数 u






























ら=毛k A21毛kち〆旬 ( 3' 2・13) 
なる変換を施して，各要因ごとの X)k を規準化しておくと便利である。
ここに 叩 =pz(jk)，%=fm である。
さてこうして求められたX)kは，相関比がを最大にするが，その解法から明ら

































































のであり，たとえば1.非常に満足である. 2.満足である. 3.どちらでもない. 4. 











もの性あると@まず O1 (jk )の意識の状態を満足と不満という 2分法に分けて理論
を展開していくことにする。ある任意の個体 tがある施設 jに対して， z:jJ単位
--32-
の欲求をもっているとすると，その個体に対して，施設 jをどj 単位供給すると















F(ど)= Pr C :r!二三 xg J ( 3・2・18 ) 
さて一般に分布関数F(:r!)は関数 ψ(:r! )を適当に選ぶことにより，
F (x1) 1 -exp C -11' (x1) J ( 3・2・19) 
さらに吋は一般に非負のある値T以上であるから，
d 二三 T 
( 3・2・20) 
o<x1 <r 








( (3J> O. ).J > 0 ) ( 3・2・21) 
x' -r' )βJ 「
F (x' ) 1 -exp l -. ，l，1 J ( 3・2・22) 
このとき，欲求吋の分布はF(が)の確率密度関数で表わされるから，これを
f (xrf )とすると，
， βJ ( xrJ-r' ) (31- r- x6 -rJ )o i 
f (zd)=AJ ezp L-u AY J ( 3・2・23) 
式(3・2・22)と式(3・2・23)で表わされる分布はWei bu 11 分布関数2~ と呼ば




E(ar) (が内 ( 3・2・24) 
..L 2 










e = 2. 
e = 3， 
e二 4















( e =1， 2， 3， 4) 
( 3・2・27l








O. 0.2 0.4 Q6 0.8 1.0 1.2 1.4 1.6 1.8 2.0 2.2 x このFe( :XY)はある個
体のもつ境界値バ
がdより小さい確率
を表わすことになるから， 2分法の場合と同様に， Weibull 分布関数で近似さ
れ，次式となる。
図 5・2・4 We i bu 11分布関数
凡(が 1-exp C一(がんば内 ， (e=1， 2， 3，4) ( 3・2・28) 
さらに，次式によって新たに確率民(:XY )を定義すると，
π1 (x}) = Pr (がよ::>x{ 
π.(が巳〔ペー1> XJミ zf (e=2， 3， 4) ( 3・2・29) 
πs(が)= Pr C ~ >グ 、J 





π， (x}) = F， (が)
πe( x} ) F，(が)-Fe-' ( x1)， (e = 2， 3， 4) ( 3・2・30) 
πs( x} ) 一日(が)
Z πe( x1) = 1 ( 3・2・31) 
ゆえにF，( xJ) ， (e = 1， 2， 3， 4， 5)がたとえば図 5・2・5 のような Weibull







































施設の整備水準 x) ，(j=l， 2，・-…，R ) 
欲求を超過する確率
r.;} 
(" x) - r~ )ド..，
F.(x}) 1 -e叩 L-Ai.J
(e=l 2， … ・， L) 
(j = 1， 2.……. R) 
意識の状態確率 l 
π1 (x) )珂(x)) 
πe (x)) = F. (が)ーι1(x)) ， (e =与.三二1) 








P(世.)=1 (J っ1 exp C一千Jd t 
、/2πL
図5・2・6 評価モデルの概念図









価指標をとりあげてみると，住宅難の定義は 1.非住宅居住世帯. 2.同居世帯 3.
老朽住宅居住世帯. 4，狭小過密居住世帯 (2~3 人で 9 畳未満， 4人以上で 12 
畳未満)であるとされている。この住宅難指標はいわば客観的指標であるが.こ
れを主観的な意識を捉えたものである住宅困窮意識調査と比べてみると，昭和4
年の住宅需要調査によれば，住宅困窮世帯は全国で 37 %.東京圏 42 ~ら.大阪
圏 40 ~らである。一方この調査での住宅難世帯は全国で 12% .東京圏 22.8% 





















2 ) 日常生活の行なわれる近隣 農村のように密度が低く，かつその集団が
小さい場合は問題とならない点で，都市のように密集してくることにより引き
起こされる問題。







まず住環境の評価要因として表 5・5・1 に示す 10種の要因を用いることにし
表 5・3・1 住環境の評価要因
J伝 評 価 要 因 水 準
住宅 の広 さ 十分である 2 普通 5 狭すぎる
2 住宅の間取り，構造，様式など 満足している 2 普通 5 不満足である
5 建物のいたみ具合 いたんでいない 2 普通 3 ひどくいたんでいる
4 便所，炊事場，風呂等の設備 良 b、 2 普通 5 悪い
5 家賃，曾l賦金，その他の支払い 楽である 2 普通 5 負担が大きすぎる
6 日照，通風等の衛生条件 良 し、 2 普通 5 悪い
7 浸水，ガケ崩れ，公害等の災害 1 全く危険を感じぬ 2 普通 5 危険を感じる
8 世帯主の通勤時間 あまりかからない 2 普通 3 かかりすぎる
? 遊び場等子供のための環境 1 良 U、 2 普通 5 悪い
10 買物等日常生活の便利さ 便利である 2 普通 5 不便である
全体に対して 全く因っていない 2 さしあたり困っていない5 困っているが，がまんできる 4 非常に困っている
-39-
た。これら各要因の水準をし 2， 3のろ水準に分けて調査すると共に，住宅施
設全体の水準を 4つの水準に分けて調査した υ 評価要因の 5水準に対する度数は
表 5・5・2 に示す。これによると，約半数の世帯が満足しているのは r4・便所，
炊事場，風目等の設備」だけであり，満足している世帯の多い順に r6.日照，通風
等の衛生条件 J，r 10.買い物などの日常生活の便利さ Jr 5・家賃・割賦金その








これによると， r 1.住宅の広さ」と r3.建物のい







認き 4ハι 5 
140 907 1063 
2 532 回8 690 
5 123 1033 954 
4 1061 856 193 
5 562 1247 301 
6 890 1005 215 
7 231 1095 784 
8 321 997 792 
9 90 1105 915 
1 0 765 918 427 
表 5・5・5 評価要因の相関行列
要因 4 5 6 7 9 10 2 5 
パリマ








5¥ 0.5151 o. 325 ~OO 
4¥ 0.0加¥O. 240 ¥ O.199 ¥ 1.000 
51 O.211 1 O.282 ¥ o.359 1 O.2田 11. 000 
61 !'.020 1 O.0781 o.050 1 O.200 1 O.081 11. 000 
7¥ 0.311 ¥ 0.29810.481 10.2101 0.46810. 05711.DOO 
8¥ 0.163 ¥ 0.221 ¥ 0.225 ¥ 0.219 ¥ 0.160 1 0.090 ¥ 0.202 ¥ 1.000 i 
91 O.1451乱 118¥ 0.209¥ 0.124¥ 0.038¥ 0.071¥ 0.121! 0.157¥1.000 





































0.602 o. 013 
0.283 0.177 
0.991 o. 036 
0.146 0.226 























































を分離する必要がある。また労働事情により 1) 2 4時間勤務型， 2) 家族労働












この 2つの基準を比較するために始業時刻を調べたのが表 5・5・5 である。明













よ訳 w B 世帯数 % 世手帯数
午前 7時台 19 1.7 46 
午前8時台 273 25.0 516 
午前?時台 552 切.6 224 
午前10時台 64 5.9 14 
不 定 143 13.1 320 
そ の他 40 3.7 62 




















得. 4万円以上を高所得とし，家族人数は単身世帯. 2 ~ 3人. 4人以上の 5水
準に分け，表 3・5・6 に示す 10種の層に分







2~3 人 C6 














反長 低所得 高所得W I B w B 
人 0.61 0.59 
(100) ( 98) 
2-3人 0.45 日41 0.52 0.46 
(401 ) (479) (249) ( 175) 
4人以上 0.37 0.35 0.48 0.41 










V. U. - U日 ( 3・5・1) 
そこで，この序数的評価値引を次式で仮定する。
uz=;ト(jk)毛k+ Xo ( 3・5・2l 
ここに ( o，(jkl 世帯 4の要因 jの水準がkであるときしそうでないと
き 0となるダミ←変数 u
X)k 要因 jの水準 kに与える数値。
Xo p( 0 l = 0.5を成立させるための調整係数。
R 要因の数。
kJ : 要因jの水準の数 U
そして，第 2節で明らかにしたように，未知数毛k(j=1，2， ...， R;k=1 
-44-
2，……， k} ) を相関比がが最大になるように求めればよ町、がを最大とす u
X} k を求める方法には数量化理論E類と判別関数法とがあるが，本モデル νJ場合
は o，(jk )がダミー変数であるので前者を用いることにする
先述の調査資料によって，層化は表 5・5・6 により，評価要因は表 3 :・ 1 に
より，また要因全体に対する評価は水準 1と水準 2をまとめて満足してし、るケル
ープ，水準 5と水準 4とをまとめて満足していないグルーブとして.数量化理論
E類によって計算した。 10個の層別に求めた計算結果のうち.'¥k' X . 
RANGE，甲 を表 5・5・8(その 1，その 2)に示す。 相関比はU.59
~ 0.7 8 といずれも高く，少なくとも住宅施設全体に対して満足するか
否かはこれら 10種の要因によって判別できることがわかる。そこでRANGEが
表 5・5・8 評価関数の推定結果(その 1 ) λ) k • Xu .甲
属、思 C1 C2 C3 C4 Cs C6 C7 Cs C9 一立]
1 + O.46284 +且 04342+且 46651-0.15467 + 0.51837 + 0.54654 + O. 70330 + O. 7~2日 +0.17854 
2 + O.18208 + O.19578 + U 37790 +日 36226+ O.42037 + 0.38014 + 0.339ω + 0 ""'004 + 0.46388 +且 43353
5 日日716-0.35743 -0.41013 0.2658日-0.48163 -0.45346 ー 日 27576-U.24480 -0.37742 -0.28053 
一一
+ 0.04955 + O. 00983 + 0.32208 +日 64765+ 0.09989 +且 15144一日 10875+ O.54974 + 0 04451 + 0.18644 
2 2 + O. 13225 + O. 45206 -u.0，"07 -0.02783 ー日 07023-0.20tl16 + O. 14531 -0.06870 + O.OC)l)O + 0.02吋
5 -0.25167 -0.43423 -0. 26365 -0. 34653 -0.02028 + O. 15345 -0.13344 -0.21668 -0.05448 一且 16638
十日 02427+且 41687-0.24235 +且 60544+ O. 38218 -0 08259 + 0.35959 -O. 49490 + J 13843 +凪 71923
5 2 +日日5346+ O.23939 + O. 41621 +且 35208+ O. 10263 + 0.14138 +日.24209+ 0.03373 + 0.06282 + O.16254 
5 ー日 10813-0.45172 -0. 413日4ー且 39456-0.19120 -0.14122 ー日 25663+日日1882 日26157 0.28077 
-0.12473 + 0.21127 +且 05811+ O. 07299 + O.03104 + 0.2日564+ 0.08456 +日 04406+ 0.06563 -O. 05407 
4 2 + O. 05456 -0.21545 + 0.01348 -0.04998 + 0.01070 一日 21134ー日口9258一日日7080+ 0.182391+ 0.06日71
5 + 0.61799 -0.02981 -0.37843 -O. 17390 口24594-0 13106 日03236+ 0.03330 O. 79363 +口 10983
トー 一ー一
1 + 0.077犯 一且 42657+且 01902+且 23360 0.01591 + O. 05135 +且 42128+ 0.28466 -0. ..1014 + O.18394 
5 2 +日日2383+且 14904+ 0.04812 -0. 04956 +日 04051+日 04654ー日 13115一日 03384+ 0.03130 一0.1，9286
3 -O. 25409 +0.10740 -O. 27320 0.21372 -0.24369 -0.37224 +日 03013-0.20313 -0.08回8 且日04日7
1 +日 11576 日ー目。7955+ O. 102日8十日 14508+日 10066一日 02995一0.11295-0.07946 -0.01427 +且 10571
6 2 -0.11074 + O. 11105 + O.00999 0.11182 + O.018771+日11881+ 0口3324+ 0 09124 ー 0.03511 且17073
5 ー且 21129ー且 35451-0. 55435 - 0. 05285 -0.4日997i -0.33350 +日 18421 日19365+且 14855+日日1878
-0.25229 +日 79498+且 68155+且 17508. 0.01419 + O. 55389 +0.625021+且55831+ O. 17061 -O. 03531 
7 2 +日 06038+ 0.08257 +且 07関6ー且日8635+ 0.02581 + 0.20287 + O. 1 08781 + O.01592 +0.12174 +且 26371
5 -O. 07235 -0.20502 -O. 31845 + 0.06113 一0.05415-0.35941 o 37498 i -O.14877 0.41037 -O. 40057 
十ー
+且 19360+且 16954+且 10934+ 0.06252 + O. 34516 + O. 09221 + O. 38518 ー 且 04377+0.05476 -0 20226 
8 :、E + O. 06336 + O. 19905 +日日ω43+日 15551+日日田52-0 01058 +且口7148-000610 0.03115 + 0.03500 
5 -O. 22920 -0.37866 -0.03622 -0.18212 -0. 27853 ー 日日1872ー日 22706+ 0.0，ι53 +且日1267+ 0.04田4
+ 且013981+ 且806011+ 且427111-0.026141+ O. 42666!+ 0.368221+ 日64%2 + E 406895697425卜i+0 511日145i|1+ー0.28253 
9 2 + 0.095021-0.034511+且26ω71+0.301291+ O. 031451+日.125571+日 177951+0.16894 i+ 0. 0乙2141+0.200U9 
5 -0.224261-且149761-0. 359151-0.316221-0.114471-0.163131-0.23099ー日 189651+O. 012251-0.30339 
1 +日 087811+ O. 26湖+日 102471+目T出 41+O. 16刷ー日間14+OZM+OM6411 日日山268B1 i +0日間5
10 2 -0.018331-0.237021+ O. 071931+ 0.040131-0.077751+ O. 175351+口064981 0.0441 一日 065681+ 0 06532 
5 0.228231 +日日75781-O. 33979 1-0 29530 1-O. 129守21-口259101 G. 426331-0 09凸匂+巴 1日28￥2i叫 ，9，12 
X日 且235¥ O. 41 ¥日 07 ¥ -0.23 日15 且10 一且 35I -O. 24 I 0 12 1 -O. 07 
相 関 比 且78 0.69 0. 63 0.59 0.65 1 0.63 O. 75 且 731 。71
??
表 5・5・8 評価関数の推定結果(その 2) RANGE 
歯崎空 C， C2 C3 C4 C5 C6 C7 C自 C9 ClO 
1. 00000 O. 55321 0.87664 O. 62807 1. 00000 1. 00000 O. 97906 1. 00000 0.84130 0.71406 
2 O. 38392 O. 88629 0.58573 0.99418 O. 17012 0.36161 O. 27875 0.76642 O. 09899 0.35282 
5 0.16160 0.86859 O.82925 1. 00000 O. 57338 0.28260 0.61622 O. 52863 1. 00000 1. 00000 
4 O. 74272 O. 42671 0.43655 0.24689 0.27698 O. 41698 O. '17714 日114860， 97602 O. 16389 
5 0.33139 O. 57560 0.32133 O. 44732 O. 28420 0.42359 0.55243 0.48779 O. 11718 0.27679 
6 O. 32705 0.46556 O. 65643j O. 25690 0.51062 0.45231 0.29716 0.28489 O. 18367 0.27645 
7 0.31267 1. 00000 1. 00000 0.26142 0.07997 O. 91330 1. 00000 O. 70709 0.58099 0.68428 
8 0.42281 0.57771 O. 14556 O. 33763 0.62369 0.11093 O. 60724 0.07030 0.08591 0.24730 
? 0.31928 O. 95577 O. 78626 0.61751 0.54113 0.53134 0.88061 O. 59337 0.33315 0.58592 












分ではな~ ¥ 0 推定された序数的評価値%が各世帯の住宅全体に対する評価を表わ
す指数であるためには，この世zが世帯の満足か否かの意識と無矛盾な対応関係を
もっていなければならない。そこで次に第 2節で展開した満足率関数の理論を実
証する。この理論によれば，序数的評価値が l'~ 世 + dv の間にある世帯のうち
住宅施設全体に対して満足している世帯の占める比率引引は次式で与えられる。
P(世) = P， ( vとo1 
A∞(" (x -V)2 、
= I ー ァ=ァ- exp L一一一τ一 Idx ν口、/2~ a 2σζJ ( 3・3・3) 
46-
ここで(x -v )/a二 tとおくと，上式は次のように変形される
P(vl =foφ( t ) dt 5 ::.4) 
ここにφ(t )は標準正規密度関数であり，次式で与えられる。したがって結局.
満足率 P(v)は，
φ(t)=」-zp〔-ζ〕 ( 3・5・5) 
、ノンπ 乙
正規分布関数に従うことになる。そこで vを適当な級に分割し，各級に属する世
帯のうち，満足している世帯の占める比率を図 5・5・1 (その 1~ その 10 )に示
す。ある級 jをとり，この級の序数的評価値ω代表値をちとし，この級の満足率
の観測値をfうとする。さらに次式に PJを与えて収束計算によって号を求める。
PJ =fちφ(t ) dt (3 3・6) 
式(3・5・4)と式(3・5・6)より明らかに耳とめの間には式(3・5・7)の関係が
成立する。
1=与 ( 3・3・7) 
そこで，誤差項mを含めて，式(3・5・8)を最小 2乗法によって標準偏差 dをj1l
定することができる。
ち a~ + m ( 3・5・8) 
推定の結果は各層とも m与 0であり，単純相関係数 T と標準偏差 σは図のようで





















































































そこで表 (3・5・8)に示す毛k • Xoは序数的評価値の構造であると同時に評価値
の構造でもあり.同ーの層内において • 2つの世帯 AとBの序数的評価値の差























図5・5・2 序数的評価値よ家賃 (C3 ) 
住環境の優劣だけで説明できないことを示している。もちろんより優れた住環境
を同ーの家賃支出で得るために民営借家以外の住宅を選択することも可能であるO
























主¥1竺?持家 民営 公営 公団 給与借家 住宅 住宅 住宅
序数的評価値 0.9 0.1 0.5 0.2 -0.1 
C1 家賃(乎円) 6.3 5.7 5.2 1.0 
序数的評価値 0.1 1.0 1.2 0.9 
G 家賃(平円 j 6.2 4.0 11.9 1.5 
序数的評価値 1.3 0.0 1. 1 0.5 1.0 
C3 
家賃(千円) 8.7 4.3 6.9 2.5 
序教的評価値 0.5 -0.1 1.0 0.4 0.4 
C4 
家賃(乎円) 7.6 4.2 6.9 2.9 
序数的評価値 0.8 0.1 0.4 0.4 0.7 
G 家賃(千円) 引~6 5.6 8.9 3.9 
序数的評価値 1.3 0.0 1. 1 0.7 0.7 
Q 
家賃(千円) 8.7 7.8 7.8 4.7 
序数的評価値 0.9 -0.1 1. 1 1.3 1.4 
C7 
家賃(干円) 9.0 4.9 7. 7 2.0 
序数的評価値 0.6 0.0 0.7 0.8 0.7 
Q 
家賃(予円) 8.1 4.7 16.7 五1
序数的評価値 0.5 0.1 0.1 0.4 0.1 
C9 家賃(千円) 10.5 4.9 10.2 2.8 
序数的評価値 0.7 -0.1 0.3 0.1 0.5 
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汽t 。JJE3 80 C4 
• C3 60ト 60 • • • • 4叫・ • • • 40 • • • • • 20 • 
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C8 
50ト 60 
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日- 2畳未満 10 5 0.5 
2- 4 22 6 0.27 
4 - 6 471 148 0.31 
6 - 8 302 102 0.34 
8 -10 470 218 0.46 
10 -12 568 318 O. 56 
12 -14 188 123 0.65 
14 -16 104 77 0.74 
16 -18 68 52 0.76 
18 - 20 33 25 0.76 
2U ~ 22 14 11 0.79 
22畳以上 24 21 0.88 





・5・1のように1.十分である. 2，普通， 4.狭すきるの 5段階に分けられ山、る J
そこで 1と2との聞に境界値を設けると 広さ z畳の住宅に住んでいる世帯が十
分であると感じる確率F(x)は式 l3・2・22)で表わせる。この式の推定結果は
次のようであった。ここで r= 0としたふ






























































本節でとりあげた生活環境の評価要因は表 5・4・1 に示す 22種類であり，そ
れぞれの要因を 5段階の水準に分けて調査した。この要因について，各水準別に
集計した度数分布を表 5・4・2 に示す。この表によると. r十分である Jと評価
している割合が多いのは「鉄道・パスなどの交通機関 Jの 33.9%であり. r郵
便局」の 3 2.8%がこれに次ぐ。一方「非常に不十分である lと評価されている
要因は「図書館 lの 5O. 6 %.次いで「文化施設 J.r公民館・集会所 lが 30 
%を越している。「やや不十分 lと「非常に不十分」を加えて，生活施設に対す
る評価の悪い要因は「図書館」の 70 %. r文化施設 J. r公園・スポーツ施設」
「公民館などん 「保健所 J.r児童公園」の 6要因が 50 %以上ある、大阪市
の生活環境施設，とりわけ教育文化施設の不備を顕著に表わしていると言える O
表 5・4・1 生活環境の評価要因
評 価 要 因 水 準
1道 路 (幅員) 1.十分 2.まあまあ 3 どちらとも 4.やや不十分 5.非常に不十分
2 道 路 (舗装) 2. Jγ 3. 11 4. f/ 5. λy 
5交通安全施設 1. 1 2. グ 3. 11 4. 1 5. 11 
4 小 . 中 A寸時ー 校 1. 11 2. 11 3. f/ 4. 11 5 λF 
5 保 育 所 1.庁 2. 11 3. 11 4. 11 5. f/ 
6 幼 稚 園 1.グ 2. グ 五 11 4. 汐 5. /， 
7 交 通 機 関 1. 11 2. 11 3. 1 4. 11 5. λF 
8 下 水 道 な ど 1. " 2. 11 3. 11 4. 11 5. f/ 
?郵 便 局 な ど 1. 11 2. " 3. λア 4. 11 5 λy 
10保 健 所 1.グ 2. " 3. が 4. 11 5. 11 
1 図 書 館 1.庁 2. 11 五 11 4. 11 5. Jγ 
12 公 園 -スポーツ 1. 11 2. 11 五 11 4. λy 5 f/ 
13 消 防 施 設 1. " 2. 11 3. 庁 4. λy 5. λy 
14 建てもののこみぐあい 1. 11 2. 。 3. 11 4. " 5. f/ 
15 児 コE白~ ノ~、 園 1.庁 2. 11 五 グ 4. 11 5 府
16 商 庖 1.庁 2. 汐 3 Jア 4. !/ 5 1 
17 医 療 oi& 設 1. " 2. グ 5 グ 4. λγ 5. " 
18 用 途 混 1口h 1.庁 2. " 3. 庁 4. 1 5. λy 
19 公 民 館 な ど 1. " 2. グ 3. 1 4 fノ 5. f/ 
20 文 化 施 設 1.庁 2. 庁 五 11 4. 1 5 必y
21 警 察 署 な ど 1. 11 2. か 五 Jγ 4. " 5. λy 
22 街 灯 1. 11 2. λW 3. 必y 4 f/ 5. 11 

























諸手 2 5 4 5 不明
1 9.1 33.5 11.6 29.0 16.5 0.2 
2 17.9 38.8 10.1 17. 0 15.9 0.2 
5 12.7 30.9 1明。 23.2 12.0 2.2 
4 17.1 32.9 15.8 12.5 4.7 17.0 
5 9.2 17.4 13.7 17.9 14.3 Zl.5 
6 16.3 28. 9 14.7 14.3 6.0 19.9 
y 33.9 37. 1 6.7 13.3 8.1 0.9 
8 25.8 35.9 12.9 12.2 12.0 1.2 
? 32.8 35.0 11. 5 14.2 6.4 0.1 
10 b.9 21. 8 1. 3 25.5 29.1 5.3 
1 2.7 5.8 8.6 20.2 50.6 12.1 
12 6.5 23.1 10.0 28.5 29.2 2.7 
13 13.6 32.2 14.1 21. 0 13.3 5.9 
14 6.2 23.6 22.6 20.7 25.6 1.4 
15 7.9 23.6 10.2 27. 4 26.9 4.1 
16 25.0 35.0 &9 20.7 9.2 1.1 
17 23.3 44.6 11.5 13.3 6.3 1.0 
18 7.3 25.2 27. 4 17. 6 9.6 12.9 
19 5.7 16.2 13.1 26.7 30.0 9.1 
20 3.1 10.6 12.3 28.1 38.6 7.3 
21 10.6 29.3 4.8 25.4 18.2 1.6 























10 o. 066 


































5 4 5 6 
1. 000 
0.130 1. 000 
0.250 0.320 1. 000 
0.187 0.429 0.561 1. 000 
0.164 0.244 。200o. 276 
0.197 0.188 0.148 0.188 
0.081 0.227 o. 181 o. 294 
0.111 0.141 o. 307 0.273 
0.123 0.048 0.211 0.174 
0.223 0.194 0.295 0.257 
0.201 0.127 0.247 0.262 
0.154 0.138 o. 137 o. 004 
0.271 0.189 0.218 0.217 
0.106 0.237 0.233 0.173 
0.072 0.271 0.193 0.268 
0.126 0.099 0.103 0.066 
0.108 -0.011 0.281 O. 119 
0.097 0.113 0.296 0.206 
0.177 0.198 0.311 0.247 
0.162 0.302 0.252 0.204 
表 5・4・5 生活環境の評価要因の相関行列
7 8 ? 10 1 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 





0.278 o. 174 1. 000 
4 
0.271 0.238 o. 181 1. 000 
0.116 0.048 0.129 0.294 1. 000 
0.082 0.192 0.265 0.177 o. 3田 1. 000 
0.154 0.228 0.257 0.273 0.216 0.366 1.日 O
-0.024 o. 193 勺.016 0.088 0.086 0.231 0.215 1. 00日
トーー
ト斗二0.118 0.174 0.072 0.140 o. 197 0.493 0.262 o. 221 1. 000 ト一一一一
0.346 0.063 0.150 0.167 -0.003 0.022 0.061 O. 004 0.049 1. 000 
O. 242 0.191 O. 267 0.180 0.021 0.158 0.210 0.069 O. 155 0.412 1. 000 
ト一一一
0.066 O. 008 0.074 -0.005 -{).056 O. 190 0.072 O. 322 O. 098 0.145 O. 243 1.000 
0. 133 0.170 0.122 0.341 0.354 0.249 0.3u6 0.136 0.176 O. 113 o. 154 U.10311.000 
0.227 0.129 0.171 0.357 0.565 0.299 0.277 0.130 。.2250.108 0.116 D.01310.480 













要¥¥因¥¥合成建 2 5 4 5 6 7 8 ? 
0.087 0.108 0.988 o. 004 0.010 0.002 -0.005 -0.011 -0.004 
2 0.143 0.144 0.475 0.033 0.001 -0.016 0.075 0.174 0.047 
5 0.093 0.172 0.312 0.055 0.146 0.068 -0.004 0.122 0.021 
4 0.052 0.475 0. 111 0.147 0.079 0.027 0.074 0.000 -0.100 
5 0.261 O. 665 0.134 O.日95 0.067 0.034 -0.044 0.006 0.121 
6 O. 176 日.964 -0.016 -0.003 O. 011 0.002 O. 028 0.020 0.016 
7 O. 166 0.232 0.028 0.310 -0.009 0.014 0.172 日.133 -0.008 
8 。081 O. 157 0.064 0.031 0.135 -0.032 0.098 O. 967 0.006 
9 O. 141 0.249 -0.011 0.103 0.166 0.014 O. 938 0.007 0.002 
10 0.369 0.212 0.014 O. 112 0.018 -0.024 0.061 0.161 O. 130 
11 0.871 0.017 。.024 0.043 O. 022 -0.021 0.004 0.029 -0.1171 
12 0.317 0.202 O. 107 0.031 0.912 0.014 0.024 0.004 0.004 
13 0.260 0.200 0.013 0.014 0.264 0.015 0.127 0.123 0.143 
14 0.105 0.001 0.309 -0.015 0.176 0.302 -0.063 0.158 0.028 
15 0.210 0.172 。144 0.OU6 0.514 -0.010 -0.089 0.057 0.017 
16 0.043 0.177 0.039 0.982 0.001 0.001 -0.000 -0.001 0.004 
17 0.059 0.246 -0.014 0.406 0.109 0.154 0.139 0.111 0.048 
18 -0.042 0.074 0.042 0.134 0.190 0.968 0.003 -0. 002 0.004 
19 O. 526 0.038 -0. 009 0.082 0.080 0.097 0.014 O. 109 0.829 
20 0.890 0.055 0.026 0.059 日007 0.010 0.025 0.042 -0.004 
21 0.289 0.201 0.111 0.221 0.106 0.013 0.128 0.002 0.089 
22 0.084 0.201 0.063 0.215 0.125 0.178 0.101 0.065 0.001 















































この計算結2. 3 )が求められる。8 ; k 1， 数的評価値毛k(j=1，2，…





それぞれの級の満足率の観測値Pzを求めた o つぎに式(3・2・15 )に級に分け，
よって積分上限値Yzを計算した。そしてこの Yzと級の代表値五との関係式(3 
この結果，次式を得た。. 2・17)を最小 2乗法により推定した Q

































2 -O. 002 
5 0.362 
1 i 0.112 0.318 
2 2 0.127 
3 -O. 2U6 
0.235 0.644 
5 2 -O. 407 
5 0.395 
0.074 0.510 
4 2 O. 436 
5 0.039 
0.602 1. 000 
5 2 0.165 
5 -0.398 
0.053 0.148 
6 2 0.095 
5 -0.076 
O. 2'13 0.706 
7 2 0.113 
5 0.413 
0.249 0.374 
























下水処理施設 d: ゾーン 4の下水処理可能面積率 L可能面積ん"_ '/iの面積)
これらの x(( j = 1. 2. 3)に対して，各要因の 5水準のうち. 1と2との聞に
境界を設定して十分であると判断している確率 π1(可)との関係、を推定した
結果，つぎの式を得た。
F (x，) 1 -e叩c-O. 2 4 9 XiO~2 4 J ' (道路幅員)
FMz)=1-ezp〔-0.048Zzm7〕，(幼稚園)
F (x，) 1 -e叩c-1. 1 8 6 Xio.285 J ' (下水処理施設)
推定式と観測値との対応を図 5・4・2，図 5・4・3.図 5・4・4に示す。単純相関係
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X 1 m2/ ^ J 
図 5・4・2 道路幅員に対する満足率関数
1. :←ド1l1(l117「 |1i111 
l-L |l || 
J 一一一司I 
一1-:- ! 1. .1 !]:回，戸'
.1. 戸〆'
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率 509"0以上，容積率の下限を横浜 50 9も，名古屋 50 %.京都 12 0 9も.大阪




































亘下¥21横浜 名古屋 京都 大阪 神戸 lt.1.:刷 大阪外周
総 数 291 344 295 320 323 272 11" 
1製 造 業 31 101 20 100 33 71 28 
11生産財・資本財 4 55 5 75 18 30 17 
12耐久消費財 19 23 8 6 5 25 4 
13一般消費財 8 23 7 19 10 16 7 
2卸 7士E 52 85 174 88 47 52 4可
21総 メ口込 商 社 4 8 ? ? O 
22繊 維 12 32 150 38 10 11 
23対メ カ 18 24 11 29 17 38 24 
24対 ソ.→レ~ 18 21 12 12 11 12 ! 12 
5サビス的産業 24 32 17 25 28 30 B 
31対事業所サ ビス 20 22 13 20 21 23 7 
32印刷 出版 4 10 4 5 7 7 
4建設 運輸 78 52 5 63 96 i 34 29 
41建設・不動・公益 21 41 3 53 15 22 19 
42運輸 倉庫 557 11 。10 81 12 10 
5金 融 106 74 81 44 119 85 4 
51 銀 行 53 32 38 16 60 42 5 
52証 券 12 22 20 14 20 8 。
53保 険 41 20 23 14 39 35 
表 5・5・2 CBDの評価要因
要 因 水 準
事務所の広さ 1 十分である
方通 ま ん 5狭すぎる2 で き る
2 取引先との連絡 1便 不リ 2 普 通 5 不 使
5 情報入手の利便 1 有 手U2 普 通 5 不 幸。
4 通 動 1 便 flJ 2 普 通 3 不 便
5 駐車施設 1十分である
ヵ: ま ん 5 狭すきる2 で き る
6 周辺の交通事情 1 よ し、 2 普 通 3 望、 U、
7 賃貸料・維持費 1 安 U、2 普 通 治ゐ 地主 り3 す ぎ る
8 この場附とのお発展し 1 期待できる なんとも 5 期で き t( 待いの見 2 いえない
本社社内の・工場など




2 3 4 5 6 8 9 70・ 円
60 " 
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!っ 11， dlL ロ h 国
01 23 01 23 。、 01 23 日12J 。123 01 23 01 2 J 0123 カ弓コー "




1. 事務所の広さにつレては約 4分の 1の事務所が狭すぎると答えてじり，現存
のスペ スに対する潜在的な拡張動機は強いと思われる。
2. 取引先との連絡については約 70 %が便利と答えており CBDの著しい特
徴といえる。
3. 情報入手の利便が不利と答えたのは 1O:Cに満たないが.有利と答えたのは約




4 070，狭すぎる 3 07cと警えており，自動車の増加に対応できていない現状
を表わしている。
6. 周辺の交通事情は良い 4 ~ C:-c，悪い 2 1 (宅と分かれており，地区によって差
があるといえる。
二 賃貸料・維持費は普通 71 ~c で正，1)， てρ?与えはCBDの立地条件の良さと
経費との比較によるものと思われるのて，事務所としては各生産環境に見合っ
た経費を負担しているといえる。
a 発展の見通しに関しては約 50 '7(0が別待℃きると九えており.期待できない
と答えたのは 4併にすぎない。
2 社内の他の組織との連絡は便利 4ど勺，普通 41「;、であ1)，非常に連絡の便
は良い地区であることを示 Lている。
-66 
全体として，事務所の広さと駐 ~l 活設と λl通不満である以外は JI 品 t 二時れた ~t-_ ';: 
環境といえる。
つぎにこれら 9 種の要閃聞の従属関係をうよ併すごy た灼に，ま寸 ~i1叱iJ g~: ~..K .¥'
たu これを表 5・5・5 に示すo この相関行列より，第 3節.第 4節と同れにして
バリマヴクス法によって.互いに直交する合成変量を求めた。こ J
.4 に示す。この結果は第 5節と同様にいずれの合成変量も唯-，，'要|吋と、打、高
い相関を示しており，求められた合成変量の中に， jへ三位、量出有 ltrì 変 11_~1 ~:=. ¥_J ~，‘大
きく含まれることになり.いくつかの変量に共通な変動をと f、えることのでき
るクソレープ化を明らかにするような合成変量は存在しないといえる。こ ρ子11果よ





















要因 1 2 5 4 8 I ? 
1.000 
2 0.057 1. 000 
一斗一一一一一一宇
5 0.070 0.541 1. 000 i 
4 0.023 0.438 0.325 1. 000 
5 0. 339 0.0921 な079 o. 082 1. 0001 
6 0. 097 且215 0.154 0.279 o 1971 1. 000 i 
7 0.015 0.005 0. 018 0.011 0.083: 0.099 1. 0001 
8 0.075 0.246 ~ 2_10 L 0.219 0.1161 0.269 O. 057: 1. 000 
9 0.095 0.361 O. 3621 O. 346 _0.12210.2191 O.C，i7! 0.2711 1.000 
表 5・5・4 合成変量の構造ベクトル
¥ー偲空主 i 2 5 4 5 6 7 山
1 0.044 。.99910.006 I O. 012 0.00610.012 o. 0021 0.009 
2 0.989 0.0171 0.0201 0.042 0. 1291 0.040 -0. COO' 0.031 
5 0.642 0.037 i O.S50. 0.064! O. i621 0. 005 0. ']~4 0.015 
4 O. 423 I O.002 i 0. 9九 0.~24 0.009; 0.0211-0.001tC.01: 
5 0.0681 0.330 i 0.049: 0. 071 i 0.021 1 0.1331 0. 059i 8. :42 
6 0.172 0.074: 0.204 0引 9010.018 0.941 0.01210.010 
7 -0.006 0.011 -0.011 0.0521 0.022[ 0.086i 0.994
1 0.CJ01 
8 0.204 日.055 0.120 0.969! 0. 009 0.8211 o.日08'リ[17
9 0.34010.07110.197: 0.b1' 0.14210.08010.0口4! 0.888 








































































O. 01461 0.23061 
0.21877 
0.00559 
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製 z、tgt 業 F(Z)=1ezp〔 Z 〕 r = 0.8315 ) 
13.96 
日.9092
卸 7τまEゴ F(x) 1 -exp[- .~/n J r = 0.8158 ) 
18.60 
1J266 








r = 0.8974 ) 金 業 F( x) exp[- ~~.， J 
55.46 
1.:217 




された U これらの推定された関数形を図 3・5・5 に示す。これに対し，たとえば
大阪市の全事務所の就業人口 1人当たり床面積は全市平均( 12.0 m/A). 西区
( 1 6.0 m/，人).東区( 1 5.5 riう/人) (昭和 40年)であるから，満足率は 50 ~ 
6'1 






















We i bull分布関数によって表わされ，そのパラメ タは各事務所の業種によって
異なる。
第 2節の評価モデルの理論のうち，満足率関数と評価関数についての実証を行








































































































































































のである。 E. W. Burgessの同心円理論 concentric zone theory ) • 
H. Hoyteの扇形理論 C.D.Harrisの多核心理論. B.J. Bervyの紐状
都市(ribbon pattern ). W. Christallerの中心地理論 (centralplace 
theory)等は，いすれもこの都市生態学の系譜に属する。との都市生態学は，









































































































( b EB )。
(lV) 利得
選択のもたらす結果に選択主体が付与する「効用 lあるいは「価値」を利得














( 1 ) マックシミンのルール;いかなる選択財を選択した場合でも， その起こりう
る成果のうちで最悪の成果が生じると仮定し， その最悪の成果のうちで最善の
ものを選択する。すなわち，
V(a)=Mιn V ( b ) = Max Min V ( b ) 
hEM aεA hEB&. 
(1)確率的ル ル;特定の選択財を選択するとき，特定の結果が生じる確率かわ
かっているとし，利得の期待値を最大にする選択財を選択する。
?(左)=1; V( b )・Pei(b) =Max 1; V( b) Pα( b ) 
bEB6 αεA bE B"&. 
(11)確実性ルール;選択財の結果が一意的にわかっているとき，不IJ得を最大にす
る選択財を選択する。





























さてあるグル プに属する任意の個人が財 αに賦与する効用を Vα とすると，
この効用は同ーの財 αであっても各個人によって具なる。いまこのク・ループ内
の個人が財 αに対して賦与する効用のグループ全体での平均値を Vaとおき，
その分散をσ;とおく。さらに財αの特性ベクトルを X a とするとき，このグ
ループに唯一の選好関数を仮定するとすれば，次式で表わすことができる。
























Va V Vb 
図 4・2・ 2つの選択財に対する効用の分布
ルールは，確定させることができない。このルールは，このグル フか各選択
財を選択する確率を与える。個人が αを選択するのは ，Va >V hのときである
から，グループからとられた任意の個人が αを選択する確率は Va>V hが成立
する確率 Pr(Va>Vh)に等しい。いま !Pa(V)と!Pb(V)とが独立であると仮定
すると ，Pr (Vα>V b)は，次式で表わせる:1)







---( Va- Va )21 
I{J a (Va )二一方-一 .exp I一 | 112πσa • l 2IJi ) 
( (Vhー ら )21
I{Jh(Vh) 一完=一一 .exp Iー | ν2n:lJh --r l 2IJj ) 
今ここで，新たな変数 V=Va-Vhを定義すると， PT (Va>Vh )=PT (V>O) 
である。 そして，正規分布の再生性の定理より V も確率変数となり，平均値
子=九 -Vh ，分散62=6J+d;の正規分布に従う。 したがって，
P r (V>O) =ろ万吉 eη〔一生1〕dV ( 4・2・4) 
ここで， (V-V)/IJ=zとおくと， dV=lJdzであるから，
PT(V>0)=Zd7ezp〔子Jdz ( 4・2・5) 
また，標準正規分布の対称性より
PT(V>0)=tvir em〔一子)dz ( 4・2・6) 
となる。結局，標準正規密度関数をφ(z )とおくと，式(4・2・7)で与えられ
るように， グループからとられた任意の個人が. αとbとを比較して αを選択
する確率は.正規分布関数に従う。
-.JL 
PT (Va>V h) =乙 φ(z)dz ( 4・2・7) 
これが. 2つの選択財の選択行動を個人に対して“確実性ルール"を仮定して
記述する論理である。さらに，一般的には選択主体によって知覚される選択財






で財 4を選択することに fる。 ヲF」
の確率 P.は次式で求められる。
P. = P T ( V. = Max (V1. V 2 • … ・ー….V L ) ) 
∞ L 
=ftp， (x) .[J o， (x) .dx 
ら") 
( 4・2・8) 
tp • ( x)二三づ 1一一・
vどπ (f， p [一旦24)2 (f ，2 ( '/，ニ1.2.……. L) 
o， (x) =.1ァフ?ム-=-. e Xp r -i.!五J21dt (j =1，L・ .. L ; i+j ) 
} ， -!.叩112π ・6J L2612J 
なお，式(4・2・8)より明らかに };P，=1である。
さらに，今，選択主体がDの需要を発生するとき，各選択財への需要が D1'
D 2 • ……..DL となる巨視的確率は単位の需要をもっD人の選択主体か
らなるグループが各選択財へそれぞれ D 1 • D2 • ……・・・DL人ずつ需要する巨視的
確率に等しく，次式で表わされる。
P，. (D1 • D 2. ……・ DL ;D;P 1 • P 2 • ……一. P2 ) 
7"¥1 L n 
--，とιー・ II.P，L/，4DJ z=l ( 4・2・9) 
この巨視的確率が最大となるように需要が分布すると考えるのか妥当であると
思われるから，結局，各財への需要は .D.=P，D. (i=1， 2，…・・・.L)となる。









ed u t i1 i t Y の意味することとは全く異なる。その場合の expected ut1-














































図 4・2・5 部分集合 A，内の効用分布
s;}し仇 (x)dx， ( ，= 1， 2，…………， L) ( 4・2・10 ) 
である。ここに，









L ∞ ∞L 
D三1sz40vz(Z)dz=ι(互18 ・ψ，(x))dx ( 4・2・12) 
この結果，部分集合 zに含まれる選択財のうち，


















A=BUC BnC=匂 ( 4・2・14) 
またそれぞれの集合の要素(財)をつぎのようにおく。
bEB CEC ( 4・2・15) 
さてこのク'ループの選好関数を各財の特性ベクトルxの関数と仮定し，財 4の序
数的効用を V，で表わすことにすると，
V， = f (X. ) ( .・2・16) 
-88一
そして最適基準の仮説より，財 bと財 cの閣では式(4・2・17)か成立つ O
Vb > Vc ( b εB. cEC) ( 4・2・17) 
したがって仮説が成立するためには選好関数 f(x)は式(4・2・17)を成立させな




( 4・2・17)が成立する確率を最大にすることである。この確率九 (V b>V c )は






したがって .P r ( Va>V b )が観測資料から与えられている場合には， μ1.μ2.
df，dをそれぞれ財 bと財 cの特性ベクトルの関数と仮定して，式(4・2・18) 
をそのまま，あるいは近似式に変形することによって，重回帰分析やその他の統
計的方法によって，現象モデルを直接推定することができる。また Pr(V b>Vc) 
が与えられていない場合にはつぎの方法による。まず PパVb>V c )は (μ1一μ2) 
/〆万τすの最大化と同義である。さらに μ1山と仮定して一般性を失なわ
ないから. (μ1 -1J，2 ) /"バ77Zの最大化は (μ1一μ2)1/(612+d;)の最大化
と同義である。ここで，
2μ1一μ2)2 
， .~~ Iフ ~>O
01 -+ 02- ( 4・2・19) 
とおくと，結局 Pr(V b>V c) の最大化は ~2 の最大化と同義である。したがヲて
選好関数 f(x) は ~2 を最大化することを目的として推定すればよい n
さて，標本調査によって f(x)を推定することを考える。調査の結果，集合B





μ1二百-I: V， ， ，EB ( 4・2・20) 
n2 
μ2=t Z VJ 
ιJ吾 C
( 4・2・21 ) 
n， 
6f=J-Z V2-d 

















?? ( 4・2・23 ) 








2π ，2 n 2 





:全分散 ( 4・2・26) 
n n1 + n2 ( 4・2・27) 
μ 
n 




‘+ I: v， ) ，EB }壬c ( 4・2・29) 
これに式(4・2・20)，式(4・2・21 )を代入して
μ=す(冗1μ1 十円 μ2) ( 4.2・30) 
式(4・2・30)を式(4・2・25)に代入すると， イはっきのように展併される。
-90ー
u;= 守 (μ n ， μ1Y2μ2)2+22(μ2J1μ1 ナ2μ~ )2 
η1 (n2μ1 -n2μ2 ，2 n 2 ， 7t1μ2 -n1μ1 ，2 =百十( π f+百ア( η 
冗1πj，、2 冗2バ，、E=ヲ-3μ1一μ2r +一石了 (μ2一μlr
2 n1n ‘ 6- 2f12 
h = --:nz-¥μ1一 μ2) 
また式(4・2・22) .式(4・2・23)より
n. 
E V; 冗，(a;十 μ?)
tEB 
n2 
Z vf=冗 2( a;+μ3 
JεC 







..7"2 . ~Í-..2 '¥ 7t1μ1 + n2μ2 ，2 aT ョー (1: V; + 1:v; )一( 剖
sεB )吾 C
n. U1 + n~ll =す{冗1(σ?+μ?1十冗2( a~ +μ;) }一(川崎山)
2 ヲ
2 冗1al +冗2a2π1n2 ， 、2






ーよす二 (μ1一 μ2)ι 
n 
冗 1a~ + 冗 2a~
n 
n1n2， 、2





(μ1一μ2)2上旬冗1t1 ~ +π ~ t1~ 









( 4・2・37) 。2 冗冗167+η262
2 2 n1n2 t1，+t12 
ここで
( 4・2・38) 






θ ~ < 80< 
= 8< d~2 十位;笠;dE2
。~， a 0< 8 ~乙
=(hLh;旦:)dE2













n 2 n 2 
()2 一一竺一万一σ1 十ヲ-(12 フ-
(手守)612+df ι 
ゆえに θ02/θ~2 = 0 となり d可2/dE 2>0である。したがって， この場合には












好関数を推定するということになる。 図 4・2・5 可2とc2との関係

















































たのは. F. Au rebachであるとされている。 F.Au rebachは都市の人口を大き
いものから小さいものへと順位をつけて並べた場合 都市人口の大きさと順位番
号との積はほぼ一定となることを見出した。すなわち順位をh 順位 γ 番目の都市
の人口を Mr とすれば 式 (4・5・1)が成立つとした。
r.Mr=const ( 4・5・1) 
さらに G.K. ZipfはF.Aurebachの法則を“順位と大きさの法則(rank size 
ru l e ) "として拡張し，指数 αを添加して式(4・3・2)の型に一般化した υ
ra・Mr= c ons t ( 4・5・2 ) 
これらの経験式に対して，その適合性はその後，世界各地域で認められたが，式

















ると指摘した G しかし Clarkは式(4・5・3)についていかなる理論的根拠をも
示すことなく，ただ経験的法則を提示したにすぎなかった。また Bellmannは
Zipfの rank size ruleの拡張した法則として Clarkの人口密度分布の法
則をとらえている。すなわち rank size ruleは都市人口の大きさと順位を対
象とし Clarkの人口密度法則は都市内のゾーンの人口密度の大きさと都市中心



































































n， = m， / M， (1 1， 2，…ー， N) ( 4・5・4) 
N 
I; n ニ 1 ( 4・5・5) 
ここでNはゾーン数である。ゾ ンには特色がなく，またゾーンの面積は等しい
からそれぞれのゾーンの立地条件に対する情報がまったくないと仮定したときに
生じる人口構成比 no，は，ゾーンの数の逆数に等しい n すなわち，
冗 oz=7J(i=1，2，， N ) ( 4・3・6) 
N 
z η0' ( 4・5・7) 
それゆえ情報を得ない状態で，それぞれのゾ ンに m1人，m2人，ー …，mN人づっ分布す
る確率，すなわち統計学力でいう徴視状態の生起確率は式 (4・5・8)で表わされる。
N N _u 















を式(4・5・8 )は Cm，)に対して一定であり，結局式(4・5・9 ) ここで、，する。
に対する変化を調べそこで式(4・5・9)の Cm， ) 最大にする cm，)が実現する。
るために，式(4・5・9)の対数をとると，
N 
SogP=80gM!-Z180g771z! ( 4・5・11 ) 
スターリングの近似式を用い.M';T1であるから，さらに一般に m，';T1，
f，og M! ._-; M f，og M-M 


























として，近接性以外に交通費と地代とを加えて，摩擦費用 (Costof Friction) 
の最小化の原理を唱えた。Haigによる摩擦費用とは結局，空間の摩擦(Fric -







第二法則を結合した論ず2)の中で，いかなるシステムも deviation correcting 
と deviationampl ifying の2つの過程を含んでいることを指摘したが，こ
れに従えばエントロビー最大過程が deviationamplifying processであ





• N N 
プ-:-Em，T'， E η. T'. 

























-1 -f，ogn，一 (H/7:)・7:， +11.7:=0 
( 4・5・16) 
( 4・5・17 ) 
十 V
両辺に冗z をかけて iについて 1からNまで加え 1について解くと，
また，
レ=ヲー






I; exp {ー (H/7:)・7:， } = 1 
ここではp(-H/7:) = X とおくと
N 





( 4・5・21 ) 
式 (4・3・21 )を数値解析的に解き，正の実根を Xoとすると，


















( iニ 1，2，…・・， N)を計算する。これに対し実際にはゾーン{が面積 S，(i= 1， 
2，……，N)であれば，この占h市圏においてソ ンiの補正された人口構成比 πJ
( i = 1， 2，……， N)は，面積 S，を重みとして，式(4・5・23)で与えられる。
n_ S 








ρzニ m/s，ヲプ--y;-一一，い=1 . 2.. .¥j 
z πl s， 
4・3・24) 
この式(4・5・24)を首都閤の郊外( 1 0 畑~ 6 0畑)に応用してみたのが図 4・
5・2である。この計算では摩擦費用としてマス・トランスポーテイションによる















35. _40. .A5 .155 
X "+ X "+ X 十・・・寸 x. --= 1 
，. 



























τzは式 (4・ゾーン4に敷地 sの住宅を建てる場合の摩擦費用して取 t二げると，
5・25)で表わせる。
7:， =K・t.+s.c，=s'(号・tz十 c，) ( 4・3・25) 































































である o T，を最小にするゾーンは aT，/θt，ニ Oより式(4・5・26)を満足する。
五 ac，
s一 θt， ( 4・5・26) 
すなわち瓦/s<-aC，/θt，の地域で θT，/at，は負となり ，K/s>-aC，/θt ，の


























" v 防 r"凶.. 
図 4・5・4 摩擦費用と人口分布
!Jl: 































































よって，一般に EzyAoであり，平均時間距離が正しく測定されていれば E'} 
Jぐ
は平均値o，分散6fの母集団からとられた任意標本であるとみなすことができ
る。ここでこの母集団を正規母集団と仮定すると Eりは正規母集団 N(0， 0，2) 
からとられた任意標本となる。したがってソーン i内の任意の地点 jから都心ま
での時間距離 t，+ Eりもまた正規母集団 N(tz ，uf )からとられた任意標本と
なる。





却り=一t， -Eり ( j E i ) ( 4・4・1) 



















却+仁 }2~ • 
p， =J 一方デー -exPI一一一一一τ-'-Ia即
一回。 とーπ() ， 2 ().L 
( i = 1， 2，…， N) 
ここで即十 t，)/(}， X とおくと，






(~= 1， 2，……， N) 
( ~ = 1， 2，一…，N) 
( 4・4・3) 
( 4・4・4) 
ゆえに，ゾーン 4の市街化率 p，は，平均時間距離 t，の減少関数として，式
( 4・4・4)で表わせる。さらに，ここで各ゾーンの分散 of=62と仮定すると，そ













( 4・4 7 ) 
ゆえに各ゾーンの市街化率 P.の観測値を貧 a とし，式 (4・4・7)より，収束計算
-109-
によって積分方程式を解いて q，を求めれは， gs は各ゾーンの平均時間距離と
次の関係、がある。
即。 1 • ( 4・4・8) 




q4651 - ---一寸6.0 16.0. ， (r=0.9241 ) 昭和 3 0年)
q-1旦.5 ~ 
16.0 16.0 -， ( r二 0.9162) 昭和 35年)
q--14旦一一上-t 16.0 16.0 v， (r=0.9103) 昭和 37年)
したがって，たとえば昭和 37年度の東京都下の区市郡別の市街化率は次のよう
礼子fす exp[一手Jdx 
に表わせる。推定曲線と観測値との比較を図 4・4・2に示しておく。これより t， 














，。 10 30 40 。ー 80 70 80 90 100 110 120 
-一ーー~時間眼・・ t. '勾f'
図 4・4・2 市街化率の時間距離に対する分布







の平均時間距離 t，と限界地の適地度即 o とによって式(4・4・5)で与えられ
ることを実証した。またこの式において限界地の適地度町。は経年的に変化して
いく性質のものである。そこで，経年的な市街化率の変動を説明するためにはこ






新たな土地へも分散され，既成市街地への市街化圧力は軽減される O 他の 1つは
交通施設整備による時間距離の短縮である。時間距離の短縮によって適地度が増
大すると，そのゾーンへの市街化圧力は増大し，結果として市街化本は上昇する O
いま市街地全面積がSから S+.JSに増加 (.JSムo)し， ソーン iの面積が 8，
から 8，十 .J8，，(.J8，ミ0). (i = 1， 2，・・ー ，N)に増加し， さらに交通施設整備
により，ゾーン tの都心までの平均時間距離が仁から t，-.Jt" .J 人、 0，
( i = 1， 2，……. N)に短縮されたとする。そしてこの結果，限界地の適地度が




S十.JS=};(8，す.J8， ) ( p，十.Jp， ) 
N 
ニ I:(8，P，-f .J8，P，十 8，.JP， r .J8， .JP，) ( 4・4・8 ) 
N 
ここで式(4・4・2)を代入し，また Z18z dp zは無視できるものと考えると，
-111ー
N 




~o+ ，1却。 - t， + ，1t， 
6 
φ(x)dx p， + ，1P， =j 



















，1p， = j 
ー即ーιz






N ((} (} 
，1S=};1，18，j φ( x) d x + 8， j ___φ(x)dxト
，=1 L ー∞ -Wo-"，
σ 
( 4・4・12) 
















が4t，短縮された(4 t i込 0，i=1，2，……， N)とすれば
却。+4曲。-t，+4 t 
N () 
4S=Es，.f φ(x)dx ( 4・4・14) 
，=1 加ー。-t，
σ 


























p， =.f 6φ(x)dx， (i=1，2，… ""N) 
↓ 
L 関係式 r 却ー。-t， 叩。+4卸o-t‘+4t 
NI () () 
4S=E~s ，.f φ(x)dx+s，.f φ(x)dx f 
，=1 L ー∞ 却ー。一ι
σ 








街地面積の増加 S，+.d s， ( i= 1， 2，……， N)や交通施設整備による時間距離の短
縮人 -.dt，(i=1，2，….， N)などの計画をインプットする。これら S+.d S ， 
s，十 .ds" t，-.dt，と現在の限界地の適地度却。を関係式に代入してT'+ 1期























X.2，…・ X.R の関数として一般的に式 (4・4・15)で仮定する。
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却 f( X，1， X，2'………， X， R ) ( 4・4・15) 
( t = 1， 2，……， N) 
ここで引は時間距離モデルと同様に，ゾーン tの適地度の平均値であって， 1 
Hの土地の中の任意の地点の適地度は正規母集団 N(h，uf)からの任意標本と
仮定する。従って市街化の限界地の適地度の却のとすると，ゾーン 4の市街化率
p，は，ゾーン 4内の地点のうち，適地度が却 o 以上の地点の割合に等しく，式
( 4・4・3)と同様に，
p ∞ (Z-w， )2、，
p， = J一戸-.-exp I一一一一ー Idz，¥i=1，2，……. N) (4・4・16) 
kV2zdz L26z2J 









ここでも， uf=62と仮定すると，結局， ゾーン tの市街化率は式 (4・4・18) 
によって表わすことができる。
W z. - w 0 
σ 
p，=f φ(t)dt ， (i= 1，2.……， N) ( 4・4・18) 
このように，ゾーン 4の適地度引がゾーン特性 X，1， x. 2 • …… X.R の関数で
あっても，適地度引と市街化率 P. との関係は時間距離モテ'ルの場合と同じで
ある。われわれは資料から各ゾーンの市街化率九， ( t = 1，2，ー…，N)を観測す
ることができる。そこで時間距離モデルと同様に正規分布表から，式(4・4・7l
を満足する q" (i=1，2，……， N)を求めることができる。そしてこの q"
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( i = 1， 2，..…. N)は式 (4・4・18)より
w - w 
q， ー土7一ーと ( i = 1. 2.……. N) ( 4・4・19) 
さらに(}は定数であり，また適地度の単位は任意であるから，あらためて却 z
=即'./(} .問。=w 0/ (}と置いても一般性は失なわれない。したがって式(4・4・
19 )は次式と同じことを意味している。
q， =即z 即ー i= 1. 2.……. N) ( 4・4・20) 
さらに.ゾーン iの要因 X，1 .' X;2一… X，R をダミー変数久 (jk).(j=1.2.. 
R，k=1.2，…ー .k J )で表わし，式 (4・4・15)の適地度関数をこれらのダミ
ー変数の線形結合として式 (4・4・21 )で仮定する。
R k， 
却，=};1; 0， (jk )X，ko (i=1.2.….， N) 
J=lk=1 
( 4・4・21)
ここに ( 0バjk) :ゾーン 4の要因 jの状態を表わすダミー変数。ゾーン4が
要因 jのカテゴリ -kに該当するとき 1.そうでないとき 0
となる。
X) k 要因 jのカテゴリ -kに与えるパラメータ。
R 要因の数。
kJ :要因 jのカテゴリー数。
式 (4・4・21 )を式 (4・4・20)に代入すると，
R k， 
q‘=}; }; 0， (j k )X) k 聞ーの i= 1. 2.……， N) 
)=1 k=1 
( 4・4・22) 
ゆえに，資料より o，Uk). (j=1.2.……. R; k=1.2.……， k l;i =1，L-
…. N)を求めておけば q，. i=1.2.……. N)を被説明変数.Xj k， (j = 
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図 4・4・4 市街化率の現況(近畿圏昭 40)
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る。この対象地域の市街化率の現況は図 4・4・4に示すようである。この地域を





2 " 京都 H 
3 " 神戸 F 
4 鉄道による大阪都心部までのアクセス
5 " 京都 H 










































Lト¥ 市街化区域内 市街化区成外種 級 時速 車線 幅一員車線m 種 級 時速 車線 幅一員車線m Km/h Km/h 
一般道路 4種4級 20 3.0 5種5級 30 五日
一般地方道 4種3級 20 2 3.0 3種5級 30 2 3.0 
主要地方道 4種2級 30 4 3.25 5種2級 40 4 3.25 
国 道 4種 1級 40 4 五25 5種 1級 60 4 五5
都市内品速 2種 1級 60 4 五5 2種 1級 60 4 五5
都市開局速 1種 1級 1 00 4 五5 1種 1級 100 4 3.5 
および本数によって Erを定義する。
Er= (種級 Tの本数)x (種級 Tの速度)x (種級 Tの幅員)
この Erを種級について加えたものを Qとする。以上の計算を図 4・4・5 の6方
向について計算し，これを Q1. QZ' ...…. Q6とする。つぎに図 4・4・6に示す 4
方向の通り易さ G1.GZ.G3.G4を次式によって
求める。
G1 = Qz +す(Q5 +仏)
G2=Q1+÷(Q5+Qd) 
G3= QZ+す(Q3+Q4)
G4 = Q1 +す (Q4+Q5) 
そして最後に道路抵抗値を次式によって求めた。
道路抵抗値=よ+.J.-+.J.-+よ












要因 カテゴリー 回帰係数 標準偏差
2 -0.8519 0.22 74 
5 -0.8409 0.2956 
4 -0.8233 0.3548 
2 0.3399 0.2962 
2 5 -0.5100 0.2967 
4 -0.4 895 0.3474 
2 -0.4 491 0.4625 
5 5 -0.7953 0.4828 
4 -0.3794 0.4976 
2 -0.5721 0.2522 
4 5 -1.1268 0.3250 
4 -1.3890 0.4020 
2 -0.4656 0.2 1 73 
5 5 -0.0227 0.2379 
4 -0.1572 0.2814 
2 -0.2 733 0.2758 
6 5 -0.6363 0.3295 
4 0.24 74 0.3869 
2 0.1867 0.4466 
7 5 -0.0260 0.4529 
4 -0.0156 0.4203 
2 0.0137 0.1657 
8 5 0.2237 0.2230 
4 0.0956 0.2132 
2 0.2663 0.1 493 
? 5 --1.0165 0.2245 
4 -1.5097 0.2829 
2 ~0.3037 0.1427 
1 0 5 -0.0628 0.191 9 
4 -0.1076 0.2322 
定 数 2.3926 





































































































グルー プ 商業 工業 住宅 ゾーン数
O O O 406 
2 O O x 35 
5 O X O 242 
4 x O O 265 
5 x O X 280 
6 O X x 75 
7 x X O 523 
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2 H 京都 H 
5 H 神戸 H 
4 鉄道による大阪都市部へのアクセス
5 H 京都 H 








α， = I: I: o， ( jk )X) k ， (i = 1 ， 2 ， …・・， N) 
)=1 k=1 
うでないとき 0となるダ之←変数
( 4・5・1) l S (jk) …一の要因一j付川川山カがμ一:斗川kj]カ
X} k 要因 jのカテゴリ -kに与えられるパラメータ
そして，前記 8つのク〉レープの間でこの引ができるだけ異なるように，数量化

























































































0.0438 0.0833 0.0465 
0.0368 
-0.1567 
-0.1552 0.4 1 86 0.2620 
-0.0790 
-1.9367 
一0.79 7 0 2.02 29 -0.2218 
0.0862 
0.7199 


































000 -3.1527 1.7981 1.3409 
OOx 1.7799 2.2180 1.4893 
OxO 2.4 796 2.0 925 1.4466 
xOO 2.3588 1.5701 1.2530 
xOx 一0.7981 2.0211 1.4216 
Oxx -0.7222 1.9864 1.4094 
x xO 1.1638 2.1 36 7 1.4617 




















商 業:クザループ 1，2， 3， 6 
工業-クループ 1，2， 4， 5 











フー g， (g = 1， 2，……， 8 )に属する条件付確率を円 (α)とすると，先に求め
た構成比はこの π9(α)の観測値である O つぎに，各グループの αの平均値の大き
い順に πg(α)を加えて，次式の確率を定義する。
F (8 1α)=π8 (α) 
F (8， 6 1α)=π6 (α)十F(8 1α) 
F (8， 6， 5 1α)=π5 (α)+F(8，61α) 
F(8，6，5，71α)=π7 (α)+F(8，6，51α) 
F(8，6，5，7，21α)=π2 (α)+F(8， 6，5，71α) 
F(8，6，5，7，2，41α)=π4 (α)+F(8， 6， 5， 7， 21α) 
F(8， 6，5，7，2，4.31α)=π3 (α)+F(8， 6， 5，7，2，41α) 

















図 4・5・5 土地利用構成比の αに対する変化
表 4・5・4 正規分布関数のパラメータ
平均値μ 標準偏差 6 相関係数T
F ( 81α) 一0.5097 1.6866 0.9831 
F (8， 6 1α) -0.6118 1.5844 。目8677
F ( 8， 6， 5 1α) 1. 1230 1.5333 0.9747 
F(8，6，5，71α) -2.2473 1.7377 0.9683 
F (8， 6， 5， 7， 2 1α) -2.3496 1.6866 0.9781 
F (8， 6， 5， 7， 2， 4 1α) -3.2 6 95 1.8396 0.9565 




として求められ，同様に πq(α)， (g = 1， 2，..一， 8 )を推定することができる。
一130一
したがって，少なくとも近畿問において，交通施設の幣備たとによ J て，九ゾー
ンの合成変量 αが変化したとき，それそれのソ-./かとのグループ V'+.地利J!Jli，; 
態に属するかを確率的に推定できる》
(4) 結び
本節では都市圏における土地利用分布を分析した c まず都，li閏を約 1k"σ) ， 












本節では，まず住宅の所有形態によ J て世帯特性を判別する O 次に，第 2節で;1:
ベた選好関数の理論を民営借家の選択モデルに応用し，これを実証する。
(1) 概説
わが国の住宅建設戸数は，昭和 4 1年度にはじめて年間 10 0万戸をこえ，以
来，年率 10 %以上の高い率で増加しつづけ，昭和 45年度には約 16 0万戸に
達するものと見込まれている。また住宅の投資も，経済の成長率を上同コて増加
し続け，昭和 4 3 ~ 4 5年度間では経済成長率 12.9 % ('f質)に対し. (i"七r



































所有形態 持 家，給与住宅 ，公営住宅 ，公団住宅 民営借家tl宅
宗苛子主旦 1.世帯人数 2.世帯構成 3.事業種類 4.職 業 5 通勤時間 6収 入
人 単 身 会社 専 門 。分 ~ 2万
2 2 夫 婦 自 営 伊目豆埠 理 日~ 30 2 ~ 4 
5 5 兄 弟 内職 販 売 30~ 60 4 ~ 6 
4 4 親子 1 農 林 60~ 90 6 ~ 8 
5 5 親子 2 運 輸 ?日~120 8~ 10 
6 6 子夫婦 技能工 120~ 10 ~ 12 
7 7 孫 サービス 12 ~ 14 










α， = I:I: d i (j k )XJ k 
( 4・6・1) 
α 世帯 iの合成変量
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に，直線とみなすことができるので.F1(α) • F2(α). F3(α)はそれぞれ次の式
に示す正規分布関数に近似できる。
Fdα)=fαァ'A_~ exp rー(t-1.44)~l 
1ど1Vどπ2.42
F2(α)=fα __ 1ヶr;::=e xp rー(t-O826)2) 
一∞1.081/どπ2.16


















π1 (α ) =F1(α) 
π2(α)ニ F2(α)-F1(α) 
π3 (α ) =F3(α) -F2(α) 
π4 (α) = 1 -F3(α) 
( 4・6・2 ) 




























u = g (S， t ，K) ( 4・6・4) 
さらに，世帯の収入を Yとすると，支出は一般財Kと家賃 Cとに分配さ ιるから，
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Y=K+C ( 4・6・5) 
また借家の家賃が.広さと時間距離の関数であると仮定すると，
c=f(S. t) ( 4・6・6) 
式(4・6・5)と式(4・6・6)より
Y=K+f(S. t) ( 4・6・7) 
よって世帯は式 (4・6・7 )の制約下において，式(4・6・4)のuを最大にする借家
を選択する。さらに，式(4・6・4)に式 (4・6・5)を代入すると，
U = g (S. t. Y -C ) ( 4・6・8) 
であるから. S. ， Cが等しい借家であっても効用の大きさは収入によって異
なることがわかる。さて，包に同じ値を与える S. t， Cの組み合わせの 5次元
空間における点の集合を無差別曲面と呼ぶ。したがって無差別曲面上では du=0 
であるから，ある収入の世帯にとって，
du =持dS→%1-dt +努dC= 0 ( 4・6・9) 
ここで， 14S =θg/as， ut =θg/a t， u cニ θU/aCとおくと Us，U t， Ucは
それぞれ広さの限界効用，時間距離の限界効用および貨幣の限界効用であり，あ
る一つの無差別曲面は式 (4・6・10 )で表わされる。
usdS + utdt十 ucdC = 0 ( 4・6・10) 
そこで，この式を利用して無差別曲面を S. t. Cの5次元空間に図化すること
ができる。まず限界効用はそれぞれ一般的に考えると，
us，>O. ut<O. uc<O 
である。したがって，d t = 0なる平面上では，包sdS十 ucdC = 0であるから，




おいて αldblで表わす O また
dCニ Oなる平面上では u<dS + 
utdt =0より dS/dt =-14fぺι














こうして，ある一つの無差別曲面はぷ.t. C の5次元空間上に， α1db 1 c 1 eのよ
うに表わすことができる O そしてこの無差別曲面よりさらに大きい効用をもっ無




dc-36内十髭dt 二 O ( 4・6・11) 
であり，また一般に θf/aS>0 .θf/δtくGと考えられるから，
袋二一(斜)/(話)>0 ( 4・6・12) 
ゆえに，この干面上で(t .凶 4・6・3 の巾線 qrのように，メは tの増加関数であ
るυTたdt = 0なる平1(fIJ.では d(ソdSニ θf/θS..>Oであり，曲線 qpのように，
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CはSの増加関数.dS= 0なる平l面上では d(ソdt ~θfθo であり. ah綿、 pr



















































この関係を，各世帯の効用関数を fds，t， C)， f，(S.t.C)とおいて，次
式で表わす。
f，(S，. t c， )>f，(s，. t，. C)) 











C， = L:'E 0， (j k ) X， k十八日 ( 4・6・14) 
ここに(C，借家 tの家賃(円/月 j





































3 0分未満 350 




1 2 - 1 8畳 275U 






4 1年 400 
4 2年 450 
4 3年 750 
数 2500 
表 4・6・4 住宅の効用関数の推定結果










要 因 水準 X) k レンジ I
1 一戸建 0.12950 
(1) 建て方 長屋建 0.04031 
5 共同住宅 -0.01472 
0.140 
一一一 1 一一了百奇未 0.0 70 1 1 
(2) 通勤時間 2 3 0分~満1時間 0.04609 
3 時間以上 0.1 15881 
0.18599 
6畳未満 0.80785 
2 6 - 1 2畳 0.14 1 961 
(3)畳数 3 1 2 - 1 8畳 0.192151 
4 1 8畳以上 016655l 
1 用 0.191 57 
(4) 便 所 2 専共用 -0.519361 
1 十ー一一←0ー7 1 ，:193 
1 有 r--o.os三百ヤ
(5) 浴槽 2 無 日o1 94 1 I 
L 0.1.D150 
-141一





















ーーーーーー句麗，~ -':I~ a・a ・.....可有転貸前線







































































るそれぞれの確率が合成変量の関数として表わせた υ したか 1 て少なくとも，対
象都市圏において今後交通施設等が整備された場合，各ゾ ンの土地利用にと J
ての適性を予測することができる。
























































































区に分割されてお~， 1.地区には m，人の角民m任んでいるとナF。さ f，#"，都市
住民が満足するか否かに重要と思われる R個の生活環境施設があり i地区には施
設 jが現在，人口 1人当りおけ単位配置されているとする i 1， 2 ，…… ，N 
j 1， 2 ，…... ，R )。今，生活環境施設を整備するために全地区，全施設の合
計として予算Koがあるとする。このとき，都市f民ゎ満足感を高めることを目的
と仮定し，施設整備量 L1Xi)， i 1，2・….， N; j 1，2…… ，R )の最適解
を求めよ。
(2) 施設に対する住民の満足感
施設 j ( j = 1， 2， ..… ， R )に対する住民の満足感が k= 1，2，・ー・ ，h個に順
序づけられているとする。たとえば h= 5とすると， 1) 非常に満足， 2) 満
足， 3) 普通， 4) 不満， 5 )非常に不満， の 5つのカテゴリーによって表わされ
る。地区4の施設 jは整備後には Xi) + J Xり単位になる。そして，式(ろ・2・
2 8 )より満足感がカテゴリ -kよりも優位な状態になる超過確率 Fk( Xリ十
J x') )は，次式によって表わされる。
F 1.:(x， ) +dx') )= 1-e xp (一{(Xi)+d竺ょ )-n)}s k J1 
.、 Ak)
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(k =1，2.ー， h) 
( 5・2・1) 
さらに，施設jに対する 4地区の住民の満足感がkカテコリ←に該当する確千;
ゎ () k )は，式(3・2・30)より
じ(j1) =F1 (… ) 
π • (jk ) =F" ( xり +L1xり)-Fkー 1(xり +L1xり)( 1 <k <h ) 
π，(jh)=1-FAー 1 (xり +L1xり) ( 5・2・2) 
と表わされ，当然、
A 
Z 川 (jk)= 1 ( 5・2・3) 
となる。ゆえに 4地区の住民の施設 Jに対する満足感はその地区の施設量x，， 
+ L1x 'Jに対して確率的に表現できることになる。
(3) 施設全体に対する満足感




V i = E E 7r， (j k ) Xj k， ( ， = 1， 2，一"， N) ( 5・2・4) 


















な面積を bt とし，地区 4における土地単価を Ci とすると，土地代として cib)
dxりが必要になる。したがって.Kijは次式のようになる。
K'j αjdXij +cibjLlXij= (αj+cibj)dXij 
( i = 1， 2，・ー ....N;j = 1，2，………. R) ( 5・2・7) 
よって，地区 tの整備コスト Ki.• 施設 j の整備コスト K.j および全体のコスト
Kは，次式のようになる。
R 
Ki. Z Kり .mi
j =1 
N 
K. j = Z Kij 'm， ( 5・2・8) 
i = 1 
N R 
K Z Z Kij .mi 
i = 1 j=1 
ここで，予算をKoとすると，予算の制約条件は次式で表わせる。











1-.f σφ (t)dt::二po ( 5・2・11) 
-ー 00








( 5・2・12) N) ( • = 1， 2， V. 主 Vo， 
さらに，地区 aの序数的評価値の期待値L は式(5・2・4) でなければならない。
で与えられるから，式(5・2・4)に式(5・2・2)を代入すると，
R "-1 
1: C F 1 ( Xi ) +.1 X • j ) X) 1 + E {F k ( X i)十.1X i ) ) -F k -1 ( X • )十.1x.)) } 
j=1 1t=2 
V. 





























(X) k-X) k+1)' e Xp {一
( 5・2岨 13 ) 
( • = 1， 2，……， N; 1= 1，2，"…，R ) 
V. 
.1x.j ， したがって，式(5・2・12)の制約は，
(X. i +.1 X 1 1 -r k 1 ) s k} 
J AJ J })乙官。
k) 




( 5・2・14 ) i = 1， 2， .…， N) 
このような生活環境施設全体に対する満足また，式(5・2・14 )に変形される。
個々の施設に対する満足感の制約も必要と思われる。ある
















図 5・2・2 施設 jに対する制約
なる。れ()1 )は，地区 zにおいて施設 Jに対する満足感が最良のカテゴリー
(たとえば非常に良い)に該当する確率であり， ゎ(;h )は，それが最悪のカテ
ゴリ (たとえば非常に悪い)に該当する確率であるから，式(5・2・2 )より








。)，ζZり十 L1xり二()) 2 
( 5・2・15) 
( ) = 1， 2，" ・， R ，. 1，2， …田・ ， 入!) 
ここで，現在すでに施設整備が進んでいる地区では()) 1主 Zりあるいはめ 2.:' 
x. )となる場合があり得るが.前者の場合には 0・L1x" ())2-Xi) ，後者の
場合には L1xリ=0と変形して，一般性を失わないの
(6) 外生変数と構造ノミラメータ
この計画モデルの外生変数は，地区別の人口 m.， ( . = 1， 2，……， N) 地区別，
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施設別の現在の施設整備の状態 Xij ・(i二 1，2，・ N;j = 1，2，…・・，R ) ， 千算
Ko，および制約式を決定する基準として p，あるいは 1 n ，π() 1 )， π() 2 l， () = 
1， 2;.…， R )あるいは {}j1，{})2である。さらに構造式に用いられているパラメ
ーターは，すべて先決されていなければならない。これらを列挙すると下記のよ
うになる。
式(5.2・1)において).k j， r k) ， (3 k) ， (k = 1， 2，……. h ; j = 1， 
2， •• ・，R ) 
式(5・2・4)において ;Xj k， (j = 1， 2，……， R ; k =1， 2，… h 
式(5・2・5)において rJ， X 0 






Y = 1: mi Pi→MαZ 
1 ，之申 o ， (i = 1， 2，…・・， N) 
( 5・2・16 ) 
( 5・2・17 ) 
。j1:::: X.j +t1X.jζ{} j 2 ，(. = 1， 2， ..…，N j = 1， 2;. 
R ) ( 5・2・18) 
K::::K. (5・2・19) 
t1xりよど 0， (. = 1， 2，.….， N ; ) =1， 2， ••• .， R ) 
( 5・2・20) 
t1xり， (. = 1， 2，..…， N; j = 1，2，…"， R ) 
構造方程式式(5・2・1) ，式(5・2・2) ，式(5・2・3) ，式(5・2・








y = mlpl十例2P2 ・ +mNPN
そして，ある地区 4のp，の変化は，他の地区Pi(iキiI )に対して独立である。し
たがって，予算Koを各地区にKt. (i = 1， 2，…・，N)ずつ配分したとき，それぞれ
の地区内では，この Kt. を各施設に対して PiをMαzにするように Kij， (j 
1， 2，"… ， R )ずつ配分すればよい。したがって，解法としては，地区 i i = 1， 










川 > Vo 
。j1 S;: X. J +L1Xtj 三()) 2， (j = 1， 2，・…，R ) 
R 
E K.j三 K..







。)1 -X. )三 L1X • j <' () j 2 -X t J， (J = 1， 2，……， R ) ( 5・5・6) 
さらに新たな変数Z.)を式(5・5・7)によって定義すると，この制約式は，式
( 5・5・8)の制約条件式となる。
ZtJ =L1X.j一(() 1 -X. j )， (J = 1， 2，"…， R ) 
O 三 ZiJ 三()j 2 -() j 1， (j = 1， 2，……， R ) 
また式(5・3・4)の制約条件式に式(5・2・7)を代入すると，
R 





ここで， α}+c.bj=dり・(i = 1， 2， ••• .， N ; j= 1， 2...…， R) とおき，式(5 
3・7)乙関係を考慮すると，次式のようになる。
R 
E d.j (Z.}+O}I-Xり ) 三五 K.， 
R R 
. E dリ・z.j三二 Kι - E d.j (O) 1 -X.j ) 
R 
さらにここで， ka.-Z1d g J(Oj1-Z B J)=dkz. とおくと，
R 
E dij 'Z'}ζ dK.. ( 5・5・11











フZ1XJ1 =c omt. であるから，新たにR(dX.} )を式(5・5・13)で定義す
ると Viの最大は R(dXi} )の最大と同義である。
R "-1 
R(dXil， dX.2， ・…，dX， R) E E (X) k + 1 -X) k ) • e Xp 
) =1 k = 1 
c-~十dx.}-r k } )βk} 一 5・5・13) 
)， k} 




R(Z.I， Z!2， ・ー.. Z， R ) =:E :E (X) k + 1 -X} k ) 












?????? ? ( 5・3'14 ) 
ここで¥
Aー "Zi}十(}}I-Tkj)skj 




R (Z. 1， Z， 2， ・…・ ，Z i R ) = g (Z i 1 ) + g (Z i 2) +… ・・ + g (Z i R ) 
( 5・5・16) 






Z i R ) = :E g (Z. j )ー -+Max. 
制約条件式;r三z.j-s. {}j 2 -{}j 1 
R 
:E dij 'Zij二 ，dK.. 
( j = 1， 2， ..…， R) 
ただし，式(5・3・2 )の制約は，この段階でまだ考慮されていない。
これは，簡単な一次元の配分過程であるが.これを以下簡単に述べておく。まず
任意の 1つの施設jにだけ配分するとすれば，g (Z i j )はZりの増加関数である
から，Z.jを大きくする程 g (Z i j )を最大化することができる。一方~i jは，
式(5・5・8)と式(5・5・11 )の制約を受けているから ，Z i jの最大値MαX'Zij 
は式(5・5・17 )によって与えられる。
" ^ ，dKi. 、
Max・Zij=Mi... l {} j 2 -{}j 1， or，一τー)
叫.} 
( 5・3・17 ) 
τして，唯一つの施設にK..を配分した場合にR(Z i j )を最大化できる施設Jは
式(5・5・18 )によって与えられる。
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g (t¥1 a r 'Z， t) = Ma x C g (Mαx.Z，l)，g(MαX'Zi2)， • 
3 






である場合には，地区 4の予算残額dKi. は，施設 fにすべて配分されたことに
なり，これで配分過程は完了する。また 0;2-0;1<主?である場合に
は施設 Iへの予算配分はふ 1(0/2-0;1)であり，予算はまだ dK，-d，; 
(0/2-0;1) >0 残っていることになる。したがってもう一度t1K'. =t1K i.-d ') 
(0l2-0;1)とおいて施設 j 以外の施設に対して dK，.の配分を同様に行う。そ
して，すべての施設について Zij=0)2-0j1となるか.あるいは dK i.= 0 
となるまでこの過程を繰り返す。この結果として解ベクトル dz=(z f1，Z a ;，
Z i R)が得られたとすると，最大化された目的関数は式(5・5・14 )にこの
Ziを代入して得られ，さらに地区4の序数的評価値は，次式で得られる。
R 寧











Mαx Z i ) =;，μπ{ (j) 2 -(j j 1， -;-ー}
u ') 
()=1，2;'・"， R) 
4K， • を唯 1 つの施設J に配分するときの
目的関数の値を計算する
R(o，o，…， MaxZ.) ， 0山・・・ ，0)=g (MaxZ.) ) 
( ) = 1，2，….. ， R ) 
g (Mαx Z. t )の最大となる施設Jをさがす
g(MaxZ.J) =Max{g(MaxZi 1)， g(J悼rZi2)，…，g(MaxZiR)} 
施設 j をMαXZiJだけ整備する
解ベクトルをアウトプットする
-Z.=(M<αx Z. 1， .¥1αx Z. 2， lv[α:r ZjR) 









MαZ U z=Z1XJ1+R (Zz) 
施設量を計算し，アウトプットする
L1x'j =Zi) + (}) 1 -x<)) 
( j = 1， 2.・ー， R) 












}; K.. mi ζ K~ ( 5・5・20) 
したがって，地区 4 に全額配分するとみなせば Ki ・~ K. /miであるから，す
べての地区のうち Ki.の最大値は，次式に定まる。
r Ko Ko Ko . 
MαXKi. = Mαx L一一一一一…一一 j
ーηt1，作t2，旬tN
よって，Ki.の変動範囲は，式(5・5・22)となる。













Max石it E Xj 1 + R (Zi t ) ( 5・5・23) 
さらに，これを式(5・2・5)に代入して，次式を得る。
Ma:z ，; t +x. 
Pi t =/ σφ( t ) dt ( 5・5・24) 
-ー00































と便宜上置くことにするとPi t =←∞ さらに，図 5・5・2の斜線部分について，
式(5・2・15 )の目的関数は，次式のようになる。
N L 
E E rn， Pi l e i lー ー→ ¥[ax
= 1 l= 1 ( e i l ) 









l 5・5・28) N) ( i =1. 2. . e i t 三二 1 ， 
また式(5・5・25)より
l 5・5・29) R) ( i = 1.2..一，N ; ) =1.2; e ， l 主 o， 
LP手未知数(e， t 1 をLP手法によって求めることができる O結局，となり，
l' = 1.2. 
5 " ，V)なるとき，地区 iに予算K*tを配分すればよいの以上のプロセスを凶
， 3・5に示す。
事
e ，t 1 •そして，法については専門書にその解説は譲ることにする。
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Ki.の最大値をさがす





























Pi t= J二∞ σφ (t)d t 






P i t ， (i = 1，2，…一， N; l = 1，2;'…. 
mハ (i = 1， 2;…・・，N) 
K t (l = 1，2.'一.L)， 
解
¥予算案
地区¥ K1 ---------K2 一一一一一一KL
( e 11一一------e 12 ---------e lL i 
2 I e 一一 e 一一一一-e 
21 zど 2L
N ~ eN2--一一一--el¥ID ---------e 
川ど NL 
eit = { 1 
地区4の予算案
本 L
K i. L e t tKt 
予算Ki.のときの施設量をアウトプット
本
1 X t ) ， 
(4=1，2，…….N、
j = 1，2;...， R' 







• 司事 縄住Ll X 11 LlXl宮 LlXIR 
f句、
• 訓院 Mド
地 2 Ll X 21 Ll X 22 Ll X 2R ( 5・5・30) 
区
、-'






ml (X 1十LlX 11 ) .悦 1(X 12十LlXI2). ml (X lR+Llx lR ) 
調院 調ド • r-. : I向 (X 21 +Ll X 21 )問(山内2) m2 (X lR+Llx 2R ) 
地 I (5・5・31) 
区









































































WZZ228z(J K)・X)k， (i = 1， 2;" .， N) ( 5・4・1) 
(X一切i) 2 
pi =f 一戸公一 .e xp (一一τァーJd x 
WO V2π a L U 
( i =1， 2，……， N) ( 5・4・2) 
N 
























市街化率 p'，(i = 1，2，…・・， N)，都市施設の整備状況を表わすダミ←変数o1 (j 
k )， (i = 1，2;…， N; j =1，2，….. R ; k =1，2，……， k) )，各ゾーンの可住地面積S'. 














w (x寸。~ ) 2 本c= }; si.f 一言 ， e x p[-，-r:~ 2 ' Jd x， (W之初。+L1wo ) 




連立して Wo+L1woを求めておけば，式(5・47 ) より将来出現することが予
測される不良市街地面積を求めることができる。一方，各代替案の整備費Kを見
積っておけば， cとKとの組み合わせが，たとえば図 5・4・1 のように得られる。
ことに点αは都市施設の整備を一切行なわなかった場合であり， 品はそのとき
の不良市街地面積である。また点 bは不良市街地を無くすために必要なすべての


































を市街化区域内に吸収するためにK 十 C . tan{}円の総費用がかかったことになる。
K+C . tan{}を最小化する代替案が最適となる。たとえば図 5・4・したがって，
1において，点αと点 4を結ぶ直線と C軸との交角を {}a ，点 bと点 7とのそれ
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